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研究成果の概要（和文）：制度の経済学は、新古典派経済学とは異なり、人間は慣習に基いた行

動を取ると仮定する。このことは、制度の経済学の想定する人間像が、他者の行動に依存して

意思決定を行うような非自律的存在であることを意味している。本研究は、このような制度の

経済学の人間像が、プラグマティズムの理論や、廣松渉の共同主観性の理論に基礎付られるこ

と、並びにこのような議論から多くの示唆を得ることが出来ることを明らかにした。 
 
研究成果の概要（英文）：Institutional Economics assumes that economic agents adopt 
custom based behavior, that is different from neoclassical economics. This fact means that 
the economic agent of institutional economics is not autonomous agent who makes his 
decisions dependent on the other economic agent. And this research project investigates 
that institutional economics can be founded on the philosophy of Pragmatism and 
inter-subjective theory of Wataru Hiromatsu.  
 
交付決定額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００７年度 600,000 180,000 780,000 

２００８年度 600,000 180,000 780,000 

２００９年度 500,000 150,000 650,000 

年度  

  年度  

総 計 1,700,000 510,000 2,210,000 

 
 
研究分野：経済学 
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１．研究開始当初の背景 
 

制度の経済学に関する研究は、それぞれ個
別の研究、例えば、旧制度派経済学のみの研
究、新制度派経済学のみの研究・・・に関し
てはこれまでにしばしば行われてきたが、そ
れぞれの制度の経済学を横断的に研究し、そ

のそれぞれの理論的特徴・構造を互いにあき
らかにすることやその現実の経済に対する
政策的意義を互いにあきらかにすることと
いった研究は、日本国内・海外を問わず、ほ
とんど行われて来なかった。その理由は、お
そらく、旧制度派経済学の研究が学説史的側
面に偏り、いわゆる経済学説史家によっての
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み行われてきたのに対して、逆に新制度派経
済学および比較制度分析などの研究が理論
的・実証的側面に偏り、いわゆる理論家のみ
によって行われてきたことにその原因があ
る。またフランスのコンヴァンシオンの理論
は、フランスでは極めて大きな影響力を持ち
始めているにもかかわらず、日本国内ではま
だほとんど知られてはいないが、理論的には
きわめて興味深い内容を含んでおり、旧制度
派経済学や新制度派経済学などの他の制度
派経済学との比較・対照の中で、その理論的
特徴と構造を摘出することは非常に学術的
意義の高いことであると考えられる。本研究
課題のように、制度の経済学の個別の理論を
それぞればらばらに取り上げるのではなく、
その思想的・認識論的源泉にまで遡って、そ
の理論的構造と特徴をあきらかにすること
は、いまだ経済学の学会で支配的な見解とな
るに至っているとは言えない制度の経済学
という経済理論の真の可能性と限界を示す
ことが出来るはずである。またそれと同時に、
それぞれの制度の経済学がもたらす現実の
経済に対する政策的意義の違いをあきらか
にすることは、たとえばいま現在の日本の経
済政策を立案する上で、どの制度の経済学が
もっとも有効であるのかを正確に把握する
ことが出来るようになるという点で、単に理
論的・学説史的意義にとどまることなく、現
実的・政策的にも非常に重要な研究であるは
ずである。 
 
２．研究の目的 
 

一般に制度の経済学と呼ばれる経済理論
には、大きく分けて、ジョン・コモンズやソ
ーンスティン・ヴェブレンなどに代表される
旧制度派経済学、オリバー・ウィリアムソン
やダグラス・ノースなどに代表される新制度
派経済学、青木昌彦やアヴナー・グライフに
代表される比較制度分析あるいは歴史制度
分析、オリビエ・ファブローやジャン・ピエ
ール・デュピュイなどに代表されるフランス
のコンヴァンシオン理論などが存在する。こ
れらのさまざまな制度学派は、経済主体の完
全合理性や取引費用が存在しないことを前
提する新古典派経済学に反対するという点
では共通しているものの、そもそも経済主体
というものをどのように捉えるのか、市場を
どのようなものであると考えるのか、制度と
はいかなる機能と役割を果たすのか、などと
いった諸問題に関しては、当然のことながら
さまざまな理論的相違点が存在している。ま
たこれらのさまざまな制度学派は、それぞれ
異なった思想的源泉を持っている。例えば、
旧制度学派の成立を可能にしたのは、アメリ
カのプラグマティズムの哲学であり、新制度
学派の成立を可能にしたのは、旧制度学派の

存在とともに、ケネス・アローの情報の経済
学あるいは組織の限界に関する理論やハー
バート・サイモンの限定合理性の理論である。
またフランスのコンヴァンシオンの理論の
成立を可能にしたのは、ジョン・メイナー
ド・ケインズの相対賃金仮説や長期利子率に
関する理論とデヴィッド・ルイス（論理哲学
者）の慣習の理論である。本研究課題の目的
は、このようなさまざまな制度学派の経済学
が、経済主体や市場あるいは制度に関して、
それぞれどのように異なった分析を行って
いるのかを包括的にあきらかにすることに
よって、それぞれの制度学派の経済学の理論
的特徴とその構造を摘出することにある。ま
たそれと同時に、このようなさまざまな制度
学派の経済学が、さまざまな思想的源泉を持
っているということが、それぞれの制度学派
の理論的分析をどのように可能にし、あるい
はどのように規定しているのかをあきらか
にすることによって、それぞれの制度学派の
経済学の理論的特徴とその構造をより明快
に摘出することにある。このようにそれぞれ
の制度の経済学の認識論的源泉にまで遡っ
てその理論的特徴と構造をあきらかにする
ことによって、それぞれの制度の経済学がも
たらす現実の経済に対する政策的意義の違
いをよりはっきりさせることが出来る。 

制度の経済学に関する研究は、それぞれ個
別の研究、例えば、旧制度派経済学のみの研
究、新制度派経済学のみの研究・・・に関し
てはこれまでにしばしば行われてきたが、そ
れぞれの制度の経済学を横断的に研究し、そ
のそれぞれの理論的特徴・構造を互いにあき
らかにすることやその現実の経済に対する
政策的意義を互いにあきらかにすることと
いった研究は、日本国内・海外を問わず、ほ
とんど行われてきていない。またそれぞれの
制度派の経済学の認識論的源泉とその理論
的特徴・構造の関係を詳細に検討するといっ
た作業は、先の研究と同様に、日本国内・海
外を問わずほとんど行われてきていない。そ
の理由は、おそらく、旧制度派経済学の研究
が学説史的側面に偏り、いわゆる経済学説史
家によってのみ行われてきたのに対して、逆
に新制度派経済学および比較制度分析など
の研究が理論的・実証的側面に偏り、いわゆ
る理論家のみによって行われてきたことに
その原因がある。またフランスのコンヴァン
シオンの理論は、フランスでは極めて大きな
影響力を持ち始めているにもかかわらず、日
本国内ではまだほとんど知られてはいない
が、理論的にはきわめて興味深い内容を含ん
でおり、旧制度派経済学や新制度派経済学な
どの他の制度派経済学との比較・対照の中で、
その理論的特徴と構造を摘出することは非
常に学術的意義の高いことであると考えら
れる。本研究課題のように、制度の経済学の



 

 

個別の理論をそれぞればらばらに取り上げ
るのではなく、その思想的・認識論的源泉に
まで遡って、その理論的構造と特徴をあきら
かにすることは、いまだ経済学の学会で支配
的な見解となるに至っているとは言えない
制度の経済学という経済理論の真の可能性
と限界を示すことが出来るはずである。また
それと同時に、それぞれの制度の経済学がも
たらす現実の経済に対する政策的意義の違
いをあきらかにすることは、たとえばいま現
在の日本の経済政策を立案する上で、どの制
度の経済学がもっとも有効であるのかを正
確に把握することが出来るようになるとい
う点で、単に理論的・学説史的意義にとどま
ることなく、現実的・政策的にも非常に重要
な研究であるはずである。 
 
３．研究の方法 
 

旧制度派経済学、新制度派経済学、比較制
度分析・歴史制度分析、コンヴァンシオン理
論のそれぞれの制度の経済学の間に、そもそ
も経済主体というものをどのように捉える
のか、市場をどのようなものであると考える
のか、制度とはいかなる機能と役割を果たす
のか、などといった諸問題に関して、どのよ
うな理論的相違点が存在しているのかを明
らかにする。またそれと同時に、さまざまな
制度の経済学の間にそのような理論的相違
点がなぜ存在しているのかを明らかにする
ために、それぞれの制度の経済学がどのよう
な思想的・哲学的起源を持っているのか、ま
たそのような思想的・哲学的起源がそれぞれ
の制度の経済学の理論的構造をどのように
規定しているのかを明らかにする。そして最
後に、それぞれの制度の経済学がどのような
政策的帰結をもたらすのかを互いに対比し
ながら明らかにすることを目指す。旧制度派
経済学と比べると、新制度派経済学や比較制
度分析・歴史制度分析、コンヴァンシオンの
理論は、それぞれの学派の内部では、その研
究対象や分析方法に関して、比較的統一性が
見られる。しかしそれぞれの学派の間では、
特に制度の本質をどのようなものであると
考えるかといった問題に関して、さまざまな
見解の相違が見られる。例えば、ウィリアム
ソンなどの新制度派経済学者の一部や青木
やグライフなどの比較制度分析・歴史制度分
析の経済学者の多くは、制度や慣習の成立を
ゲーム理論におけるナッシュ均衡と同一視
しており、制度や慣習の成立の説明を出来る
限り純粋な経済学的モデル＝経済学的ロジ
ックの範囲内で行うことは可能であると考
えているように見える。それゆえこれらの経
済学者は、他の関連領域、例えば分析哲学や
社会学、認知科学などの成果をその分析に積
極的に活用する必要を感じていないように

見え、出来るかぎりそれぞれの共同体特有の
歴史や文化といった要因をその分析から排
除しようとしているように見える。他方、ノ
ースなどの新制度派経済学者の一部やファ
ブローなどのコンヴァンシオンの経済学者
は、ゲーム理論の均衡概念が経済主体の過大
な合理性の存在を前提せざるを得ないがゆ
えに、制度や慣習の成立を単純にゲーム理論
のナッシュ均衡と同一視することを疑問視
しており、制度や慣習の成立を純粋な経済学
的モデル＝経済学的ロジックの範囲内で行
うことは不可能であると考えているように
見える。それゆえこれらの経済学者は、他の
関連領域をその分析に活用する必要や、共同
体特有の歴史や文化といった要因をその分
析から排除するかどうかにという問題に関
して、比較制度分析・歴史制度分析の経済学
者と正反対の態度を取っているように見え
る。実際、比較制度分析・歴史制度分析は、
その分析対象をほぼ伝統的に経済学が取り
扱ってきた分野に限定しているのに対して、
新制度派経済学の一部やコンヴァンシオン
の理論は、その分析対象を例えば国家そのも
のに対する制度の経済学的アプローチなど
政治学の分野にまで拡大してきている。この
ようにそれぞれの制度の経済学は、新古典派
経済学に反対し、制度の存在やその累積的進
化過程を分析することの重要性を強調する
点では共通しているものの、制度の本質に関
する分析方法は大きく異なっており、それゆ
えその累積的進化過程の性質に関する捉え
方も大きく異なっている。実際、新制度派経
済学はその起源にアローの情報の経済学や
組織の理論とサイモンの限定合理性の理論
をあげているのに対して、コンヴァンシオン
の理論はサールの言語哲学やルイスの論理
哲学などをあげており、その理論的立脚点は
大きく異なっている。新古典派経済学と制度
の経済学の違いは、申請者自身の研究も含め、
さまざまな論者によって取り上げられてき
たものの、さまざまな制度の経済学の間での、
制度観の違いや累積的進化過程に対する見
方の違いを横断的に考察した研究は、ほとん
ど存在していなかった。またこのさまざまな
制度の経済学の間での見方の違いを、それぞ
れの制度の経済学の思想的・哲学的起源にま
で遡って考察した研究は、内外を含めほぼ皆
無であったと言っていいはずである。またこ
れらの制度の経済学に関する理論的・時間的
横断的研究により、最終的にそれぞれの制度
の経済学の政策的帰結をより明快に導き出
すことが出来るようになるはずである。 
 
４．研究成果 
 
平成１９年度は新古典派経済学における人
間像と制度の経済学における人間像の思想



 

 

上の相違を検討した。新古典派経済学におけ
る人間とは、「社会化」やノルムの「内部化」
を行う必要のない「超社会的」で徹頭徹尾「自
律的」な存在であり、その行動は彼個人の「内
的」特性に完全に還元されてしまう。この新
古典派経済学における原子論的・機械論的主
体は、まさに自己の内的世界や自己意識の独
立性や明証性を前提するデカルト主義にお
ける「自我」の概念と完全に平行している。
これに対して、制度の経済学における人間と
は、「社会化」やノルムの「内部化」を行う
必要のある「社会的」で徹頭徹尾「他律的」
な存在であり、その行動は彼個人の「内的」
特性に完全に還元されてしまうことはなく、
むしろそれは「個人」と「社会」の双方向的
なトランスアクションの結果である。この制
度の経済学における全体論的・円環論的主体
は、まさに個人と社会、自己と他者の二分法
を否定するプラグマティズムにおける「人
間」の概念と完全に平行している。新古典派
経済学は、デカルト主義と同様に、いわゆる
「自律的」な「近代的自我」の存在を素朴に
前提するのに対し、制度の経済学は、プラグ
マティズムと同様にもはやそのようなもの
の存在を素朴には前提しない。言いかえれば、
新古典派経済学とはデカルト主義と同様に
「『主体』は存在する」と宣言する「主体の
経済学」であるのに対して、制度の経済学と
はプラグマティズムと同様に「もはや『主体』
など存在しない」と宣言する「反－主体の経
済学」であることを明らかにした。 

平成２０年度はコンヴァンションの経済
学の特徴を検討した。一般に制度の経済学や
比較制度分析の特徴は、その制度や慣習の成
立を出来る限り純粋に経済学的モデル＝経
済学的ロジックの範囲内で行おうとするこ
とであり、それゆえにその分析から出来る限
りそれぞれの共同体特有の歴史や文化とい
った要因を排除しようとすることであると
言える。じっさい、制度や慣習の成立を純粋
に経済学的なロジックによって形式的に説
明できるようになったということ、このこと
こそが新制度派の経済学や比較制度分析の
最大の貢献なのである。だが、われわれが今
年度研究したコンヴァン書にストの立場を
採用すれば、新制度派の経済学や比較制度分
析が、その分析からそれぞれの共同体特有の
歴史や文化といった要因を排除出来るのは、
それがコンヴァンショニストの言う戦略的
コンヴァンションの分析にとどまり、戦略的
コンヴァンションが解釈的コンヴァンショ
ンに依存していることを見落としているか
らに他ならない。コンヴァンションの経済学
は、ある意味では、新制度派の経済学や比較
制度分析を、戦略的コンヴァンションの分析
に特化した特殊ケースとして含みうるよう
な、より広いパースペクティブを持った制度

の経済学の一般理論と言える。 
平成２１年度は以下のことを明らかにし

た。新古典派経済学は、人間は常に最適化行
動をとると仮定し、制度の経済学は人間は慣
習に基いた行動をとると仮定する。このこと
は、新古典派経済学における人間が、自分だ
けで情報を集め、自分だけで制約を認識し、
自分だけで意思決定を行うような「自律的」
＝「自立的」存在であるのに対して、制度の
経済学における人間が、他者の情報収集や他
者の問題解決行動に依存して意思決定を行
うような非「自律的」＝「自立的」存在であ
ることを意味している。 
新古典派経済学が、「社会」の存在をあら

かじめ前提する必要がなく「個人」の性質の
存在のみを前提すればよい理由は、まさにこ
こにある。あるいは新古典派経済学が、「個
人」の意思決定の集合体が「社会」を形成す
るという「個人」→「社会」という因果関係
だけにその分析を限定し、逆に「社会」が「個
人」の意思決定に影響を与えるという「社会」
→「個人」の因果関係を無視することができ
る理由、逆に制度の経済学が逆の因果関係を
分析しなければならない理由はここにある
のである。 
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